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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガイド・ワイヤ取付機構を有する取付ルーメンを備えたカテーテルを含み、血管閉塞を
貫通するための装置であって、
　前記取付ルーメンにガイド・ワイヤが挿入されている時、前記ガイド・ワイヤに対する
前記取付ルーメンの長手方向の移動が、前記ガイド・ワイヤ取付機構と前記ガイド・ワイ
ヤとの間で摩擦力を発生させ、可逆的に前記ガイド・ワイヤを前記カテーテルに結合させ
、当該結合は長手方向の力特有であることを特徴とする装置。
【請求項２】
　前記カテーテルは、前記カテーテルの遠端部に配されたカテーテル・キャップを含み、
前記取付ルーメンが前記カテーテル・キャップ内に設けられる、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記取付機構が、２つ以上の加速ピストンを備える、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記取付機構が、ばねピストンを備える、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記取付機構が、前記取付ルーメン内にカーブを有する、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記取付機構が、可撓性の高摩擦ポリマーを含む高摩擦面を備える、請求項１に記載の
装置。
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【請求項７】
　前記取付機構が、遠端部で前記カテーテル・キャップの遠位端に取り付けられるととも
に、近端部で前記カテーテルの一部に取り付けられた可撓チューブを備える、請求項２に
記載の装置。
【請求項８】
　前記ガイド・ワイヤ取付機構を介して前記ガイド・ワイヤに操作可能に接続された振動
発生部材と、
　前記振動発生部材に操作可能に接続された振動エネルギー源と、
　をさらに備える装置であって、
　前記振動エネルギー源は、前記振動発生部材を介して前記カテーテルの遠端部で少なく
とも一の振動を発生させるようになされた、請求項１ないし請求項７のいずれか一項に記
載の装置。
【請求項９】
　前記振動発生部材は、ばね要素および引張部材と、水圧ルーメンおよび遠位のベローズ
と、水圧ルーメンおよび弾性膜と、ピエゾモータとから成るグループから選択される、請
求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　振動エネルギー源により、請求項８または請求項９に記載の装置の前記カテーテルにガ
イド・ワイヤを結合する方法であって、
　前記カテーテルは前記ガイド・ワイヤの外側で案内され、前記ガイド・ワイヤは前記取
付ルーメンおよび前記取付機構に挿入されており、
　前記方法は、振動エネルギー源が、前記ガイド・ワイヤに対して前記取付ルーメンを移
動させて、前記ガイド・ワイヤを前記カテーテルに可逆的に結合させるのに十分な摩擦力
を前記ガイド・ワイヤに発生させる移動ステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　振動発生部材に操作可能に接続された振動エネルギー源によって、ガイド・ワイヤをカ
テーテルに結合する方法であって、
　前記カテーテルは、ガイド・ワイヤ取付機構を有し、前記カテーテルと前記取付機構は
、前記ガイド・ワイヤの外側で案内され、前記振動発生部材は、前記ガイド・ワイヤ取付
機構を介して前記ガイド・ワイヤに操作可能に接続されており、
　前記振動エネルギー源は、前記振動発生部材を介して前記カテーテルの遠端部で少なく
とも一の振動を発生させるように構成され、
　前記方法は、振動エネルギー源が、前記ガイド・ワイヤに対して、前記ガイド・ワイヤ
の長手方向に前記取付機構を移動させて、前記ガイド・ワイヤを前記カテーテルに力特有
の方法で可逆的に結合させるのに十分な摩擦力を前記ガイド・ワイヤに発生させる移動ス
テップを含むことを特徴とする方法。
 
【請求項１２】
　前記取付機構は、前記２つ以上の加速ピストンを備え、前記移動ステップは、前記ガイ
ド・ワイヤに対して前記取付機構を加速させることを含む、請求項１０または請求項１１
に記載の方法。
【請求項１３】
　前記取付機構が、前記ばねピストンを備え、前記移動ステップは、前記ガイド・ワイヤ
の自由移動に好ましくない方向および力で前記取付ルーメンと前記取付機構を移動するこ
とを含む、請求項１０または請求項１１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記取付機構は、前記湾曲取付ルーメンを備え、前記移動ステップは、前記湾曲取付ル
ーメンの壁面から前記ガイド・ワイヤに対して摩擦を発生させるために前記取付機構を移
動することを含む、請求項１０または請求項１１に記載の方法。
【請求項１５】
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　前記方法は、前記振動エネルギー源が前記振動発生部材と協働して振動力を発生させる
ステップを含み、前記移動ステップは、前記摩擦の少なくとも一部を発生させるために前
記振動力を使用することを含む、請求項１０ないし請求項１４のいずれか一項に記載の方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガイド・ワイヤを使用して経皮的冠動脈インターベンション（「ＰＣＩ」）
の間に血管の完全閉塞を貫通させるためにサポート・カテーテルまたは能動カテーテル内
でガイド・ワイヤを使用することに関する。特に、この装置は、閉塞を貫通するためにガ
イド・ワイヤの遠端部を使用するために、ガイド・ワイヤに適用され得る軸力を強化し、
またはＰＣＩ装置の遠位端のガイド・ワイヤに振動エネルギーを伝達するための機構を提
供する。
【背景技術】
【０００２】
　医学は、長い間、動脈のルーメンの狭窄（狭小化（narrowing）または閉塞（obstructi
on））を伴う病状のための効果的な治療方法を求めてきた。一般に閉塞として知られてい
るこの状態は、アテローム性動脈硬化症を患う患者に起こるものであり、このアテローム
性動脈硬化症は、動脈内への線維、脂肪、または石灰化組織の蓄積によって特徴づけられ
、さもなければアテロームまたはプラークとして知られる。閉塞は、部分的または完全な
ものであり、柔らかく柔軟かまたは硬く石灰化され得る。閉塞は、大動脈、冠状動脈また
は頸動脈、および末梢動脈を含む動脈系の非常に多様な場所で起こり得る。閉塞の結果、
高血圧、虚血、狭心症、心筋梗塞、脳卒中、および死をももたらし得る。
【０００３】
　低侵襲的処置は、動脈閉塞の好ましい治療である。これらの手順では、カテーテル（長
く高可撓性のチューブ状装置）は、鼠径部、上腕、大腿、または首にできた小さい動脈穿
刺を通して主幹動脈に導入される。カテーテルは、狭窄の場所に前進されかつ進められる
。非常に多様な装置が狭窄動脈を治療するために開発されてきたが、これらの装置はカテ
ーテルの遠端部に配され、これによって移送される。例の手順は、経皮的冠動脈形成術（
ＰＴＣＡ）、方向性冠動脈粥腫切除術（ＤＣＡ）、およびステント留置術を含む。
【０００４】
　完全閉塞では、バルーン／ステント・カテーテルが血管のターゲット狭窄セグメントに
配置されるようにするために、閉塞を通して通路が最初に開けられなければならない。閉
塞形態は複雑で、患者ごとに異なるので、これらの閉塞を開けるための共通の方法および
装置の成功は限定的で、長期の治療を必要とし、患者に副作用を与える可能性がある。こ
のような副作用には、血管壁の穿孔、高放射線量、または血管造影剤の広範な使用による
腎臓への損傷が含まれる。
【０００５】
　狭窄もしくは閉塞は、コレステロールなどの軟らかな脂肪性物質から、これより硬い線
維性物質、そして硬い石灰化物質まで、多様な物質でできている。一般的に、閉塞の両端
（近位および遠位のキャップ）は、より硬い石灰化物質を備える。より硬い物質は貫通す
るのがより困難で大量のエネルギーを必要とし、より軟らかい物質はより少量のエネルギ
ーを必要とする。従って、閉塞を開くことは、特に石灰化が存在する場合には、カテーテ
ルまたはガイド・ワイヤの遠端部への比較的広範なエネルギー移動を必要とする。
【０００６】
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【０００７】
　治療場所に達するために、このようなカテーテルは、むしろ長くなければならず（約９
０～１５０ｃｍ以上）、従って、遠端部に達するためには大量のエネルギーが最初に伝達
されなければならない。同時に、大きく蛇行した血管を通して進むのに十分に可撓性であ
るためには、カテーテルは、合理的に細くなければならない。長い長さと小さい直径が組
み合わされて、ワイヤの破損が高エネルギーパルスからのストレスと摩耗による一般的な
問題になる。硬い閉塞を貫通するのに十分硬いガイド・ワイヤには、その不撓性および真
直ぐな先端によって、蛇行血管を通してのナビゲーションが困難になり、血管穿孔のリス
クが高まるという不利な点がある。大きく蛇行した血管に対応するのに十分に可撓性であ
る剛性物質には、プッシング・ソースの近位置が原因である座屈の問題がある。座屈の結
果、横方向力への移動と、剛性物質を収納するルーメンに対する摩擦とによるエネルギー
損失が起こる。すべてのこのような装置は、４０～７０％の範囲の限定的成功率を提供す
る。
【０００８】
　閉塞は、異なる密度および硬度の多様な物質を備える。従って、再疎通装置で使用され
るエネルギーの性質は、特定の閉塞に適合すべきであり、貫通は、動脈壁の穿孔または健
康な組織への損傷を防ぐために制御されるべきである。さらに、エネルギーがカテーテル
の近端部で発生するので、伝導性ワイヤを損傷させることなく、かつ装置の可撓性を犠牲
にすることなく、閉塞の貫通をもたらすのに十分なレベルで閉塞の近くにある装置の遠端
部に到達することができなければならない。上述のように、現在の装置は、装置の遠端部
に移動されるエネルギーの量が不十分であること、または移送されるエネルギーのタイプ
と閉塞のタイプとのミスマッチという難点があり、結果として時に過剰な力が適用され、
よってルーメン壁の損傷のリスク、または穿孔のリスクさえも高まる。従って、再疎通装
置に適切なエネルギーを移動することができるシステムまたは装置の必要性がある。
【０００９】
　ガイド・ワイヤは、血管を通して多様なカテーテルを誘導する、血管内のナビゲーショ
ンのために、および血管の部分または完全閉塞の再疎通などの特定の適用のために使用さ
れる。介入心臓学および放射線学（末梢および心臓血管）で幅広く使用されるガイド・ワ
イヤは、一般に、多様な直径（例えば、０.０１４インチ、０.０１８インチ、０.０３５
インチ）を有する。これらの小さい直径は、このような目的のためにガイド・ワイヤの先
端に適用かつ伝達され得る力を制限し（硬いワイヤの場合は一般的には数グラムから約１
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５グラム）、また障害物を通してガイド・ワイヤを能動的に方向づけるのに（例えば血管
閉塞を横断するために）利用できる制御を制限する。
【００１０】
　従って、部分または完全閉塞を貫通するために、より大きい力がガイド・ワイヤの遠端
部に適用されることを可能にするガイド・ワイヤを備える、血管閉塞を貫通するための装
置、並びにガイド・ワイヤで血管内の障害物または蛇行した要素をトラバースすることを
支援する装置が必要とされる。また、カテーテルの近端部から遠端部へのエネルギー伝達
の問題を回避し、かつ血管閉塞を貫通するための構造としての硬いガイド・ワイヤの有用
性を改良するガイド・ワイヤを備える、血管閉塞を貫通するための装置の技術が必要とさ
れる。
【発明の概要】
【００１１】
　本発明の目的は、ガイド・ワイヤの遠位端を使用して血管閉塞を貫通するために適用さ
れ得る力を強化するために、カテーテルにガイド・ワイヤを可逆的に取り付けるまたは結
合することができる、血管閉塞を貫通するための装置を提供することである。本発明のさ
らなる目的は、血管閉塞を貫通するためのガイド・ワイヤの制御を向上させるために、ガ
イド・ワイヤに適用される摩擦力を使用してカテーテルにガイド・ワイヤを結合すること
である。
【００１２】
　本発明は、血管閉塞を貫通するための装置に関し、この装置は、ガイド・ワイヤと、好
ましくはカテーテルの遠端部で、かつ好ましくは遠位振動の間に、カテーテルにガイド・
ワイヤを取り付けるまたは結合するための機構とを有する。ガイド・ワイヤは、広い意味
ではカテーテルの移動によって、そして特定の意味ではこの原理を使用する取付機構の特
定の実施形態によって生じる、ガイド・ワイヤとガイド・ワイヤ取付ルーメンとの間の摩
擦力によってカテーテルに取り付けられる。カテーテルは、受動カテーテルまたは能動カ
テーテルであり得る。「受動カテーテル」とは、現在の硬いワイヤの再疎通手順のために
使用され得る標準的な血管内カテーテルを意味する。「能動カテーテル」とは、閉塞を貫
通するためにカテーテルの遠端部で振動を発生させるための機構を有するカテーテルを意
味する。本発明に従って受動カテーテルにガイド・ワイヤを結合することは、血管閉塞を
貫通するためのガイド・ワイヤに適用され得る軸力を大きく強化するために、ガイド・ワ
イヤの遠端部を押すまたは引っ張るために、本質的にガイド・ワイヤよりもよい押込到達
性（pushability）を有するカテーテルの使用を可能にする。さらに、本発明の取付機構
が能動カテーテルと共に使用される場合、カテーテル内で生じる振動運動は、ガイド・ワ
イヤの閉塞貫通能力をさらに向上させるために、増加された軸力と共にガイド・ワイヤに
伝達され得る。取付ルーメンは、ガイドルーメンの一部であってよく、またはガイド・ワ
イヤがその中を通過する特別に設計されたルーメンであってもよい。
【００１３】
　本発明のガイド・ワイヤ取付機構は、取付機構が配されたカテーテルの部分の移動に基
づいて、例えば加速力によって、カテーテルの部分の移動の特定の方向によって、または
ガイド・ワイヤがその中を通過する特別に設計されたルーメンの移動によって、カテーテ
ルにガイド・ワイヤを取り付ける。この運動または加速は、カテーテルにガイド・ワイヤ
を結合する、ガイド・ワイヤの周りの取付ルーメンの壁によって、ガイド・ワイヤに対し
て摩擦力を生み出す。摩擦力は、ピストンによって、または取付ルーメンに対して折り曲
げられるガイド・ワイヤによって取付ルーメンの壁に対して押し上げられているガイド・
ワイヤによってもたらされる。結合において力が制限されており、かつ振動力が無い場合
またはカテーテル・キャップの移動が無い場合に、力が減少するので、オペレータは、標
準的な方法でもガイド・ワイヤを使用することができる。
【００１４】
　本発明の利点は、可逆的な、すなわち力特有の方法でカテーテルにガイド・ワイヤを取
り付けることによって、特にガイド・ワイヤの取付がカテーテルの遠端部にある場合、ガ
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イド・ワイヤを使用して閉塞に対して適用され得る力が、取付機構なしで硬いガイド・ワ
イヤと標準的なカテーテルを使用して可能である力よりも大きくなり得ることである。さ
らに、ガイド・ワイヤがカテーテルにロックされ得るため、閉塞貫通の間のガイド・ワイ
ヤ先端に対する制御が改良される。さらに、カテーテルの遠位端で振動を発生させる装置
と共に使用される場合、本発明の取付機構は、閉塞を貫通するためにガイド・ワイヤに適
用され得る増加された力に加えて、振動運動がガイド・ワイヤに伝達されることを可能に
する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１Ａおよび図１Ｂは、加速ピストンを備える本発明の装置の実施形態の操作を
示す。図１Ａは、前方向加速の場合のガイド・ワイヤのロックを破断図で示す。図１Ｂは
、後方向加速の場合のガイド・ワイヤのロックを破断図で示す。
【図２】図２は、ばねピストンがガイド・ワイヤの一方向の移動に基づいたガイド・ワイ
ヤの取付を、他の方向よりも容易にする（favor）位置づけ得る本発明の装置の一実施形
態を横断面で示す。
【図３】図３は、取付ルーメンが、ガイド・ワイヤを曲げるとともに、カテーテルにガイ
ド・ワイヤを効果的に取り付けるために、ある力で十分な摩擦を発生させるために、カー
ブを有するガイド・ワイヤ取付機構の一実施形態を横断面で示す。
【図４】図４は、振動発生手段を備える能動カテーテルと共に使用される図３の実施形態
を横断面で示す。
【図５Ａ】図５Ａは、取付ルーメンが高摩擦可撓性ポリマーを含む摩擦面を有する、ガイ
ド・ワイヤ取付機構の実施形態を横断面で示す。図５Ａは、取付ルーメンがカテーテル・
キャップの長手方向軸と平行である一実施形態を示す。
【図５Ｂ】図５Ｂは、取付ルーメンが高摩擦可撓性ポリマーを含む摩擦面を有する、ガイ
ド・ワイヤ取付機構の実施形態を横断面で示す。図５Ｂは、取付ルーメンがカテーテル・
キャップの長手方向軸に対して傾斜して設定される実施形態を示す。
【図６Ａ】図６Ａは、取付ルーメンが可撓チューブを含む摩擦面を有する、ガイド・ワイ
ヤ取付機構の一実施形態を横断面で示す。図６Ａは、取付ルーメンがカテーテル・キャッ
プの長手方向軸と平行である一実施形態を示す。
【図６Ｂ】図６Ｂは、取付ルーメンが可撓チューブを含む摩擦面を有する、ガイド・ワイ
ヤ取付機構の一実施形態を横断面で示す。図６Ｂは、取付ルーメンがカテーテル・キャッ
プの長手方向軸に対して傾斜して設定される一実施形態を示す。　図７　図７Ａ～図７Ｃ
は、ばね要素の弛緩状態（図７Ｂ）と比較して圧縮（図７Ａ）および伸張（図７Ｃ）の場
合の図６Ａの実施形態の取付ルーメン直径の変化を横断面で示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明は、改良されたガイド・ワイヤを用いて、血管内の部分または完全閉塞を再疎通
する装置および方法を提供する。本発明の装置はまた、他の身体のルーメンから閉塞を除
去することに適用可能であり得る。特に、本発明の装置は、近端部および遠端部と、ガイ
ド・ワイヤと、ガイド・ワイヤ取付機構とを有するカテーテルを備える。いくつかの実施
形態では、装置はさらに、振動発生部材を備え得るもので、前記振動発生部材は、前記ガ
イド・ワイヤ・ロック機構および振動発生部材に操作可能に取り付けられた外部振動エネ
ルギー源を介して前記ガイド・ワイヤに操作可能に接続される。
【００１７】
　本発明のガイド・ワイヤ取付機構は、カテーテルの定義された部分内の取付ルーメンに
対してガイド・ワイヤ上で摩擦力を発生させる。摩擦力は、取付機構を含むガイド・ワイ
ヤの部分がガイド・ワイヤに対して移動する時に発生され、これはガイド・ワイヤとの接
触を引き起こし、そして取付ルーメンの壁と接触する。よって、取付は力に依存する。カ
テーテルにガイド・ワイヤを力依存の取付またはクランプすることはまた、以下で部分取
付というが、これは、ガイド・ワイヤが、カテーテル内で自由に移動し得るか、またはカ
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テーテルのその部分の移動に依存してカテーテルに取り付けられ得ることを意味する。例
えば、オペレータは、カテーテル内でガイド・ワイヤを自由に引っ張るまたは押し得るが
、一方、同時にガイド・ワイヤは、ある力の制限（例えば約０.０１～１ニュートン力）
で、本発明の取付機構を介してカテーテルに取り付けられ、カテーテルと共に移動するこ
とができる。取付機構は、カテーテルの遠位端から少し離れたカテーテルの定義された部
分内に位置し得るが、好ましくは、ガイド・ワイヤのサポートを改良するためのカテーテ
ルの遠位領域（例えばカテーテルの遠位端から１～２０ｍｍ）内に、例えばカテーテル・
キャップ内にある（これがより効率的な配置であるため）。
【００１８】
　一実施形態では、ガイド・ワイヤは、加速器ピストンを備えるカテーテル・キャップの
構造がガイド・ワイヤに対して加速する時に生じる摩擦力によって、カテーテルに取り付
けられ得る。カテーテル・キャップの前方向加速によって、ピストンは、取付ルーメンの
壁に対してガイド・ワイヤを押し当てることによってガイド・ワイヤと嵌合させ、よって
ガイド・ワイヤをカテーテルにクランプする。逆方向のカテーテル・キャップの加速によ
って、他のピストンは、取付ルーメンの壁に対してガイド・ワイヤを押し当てることによ
ってガイド・ワイヤと嵌合させる。
【００１９】
　他の実施形態では、ガイド・ワイヤは、カテーテルに対して一方向のガイド・ワイヤの
移動によって生じる摩擦力によって、カテーテルに取り付けられ得る。本実施形態では、
ばねによるピストンは、ガイド・ワイヤに対して押すが、ガイド・ワイヤが反対方向に動
かされるよりも、より容易に例えば遠位方向に押され得る（または近位方向に引っ張られ
る）角度で押す。
【００２０】
　さらに他の実施形態では、ガイド・ワイヤは、特別に設計されたルーメンを通過する時
に、ガイド・ワイヤに対して生じる摩擦力によってカテーテルに取り付けられ得る。この
実施形態は、ルーメン壁が曲げられたガイド・ワイヤに対して与える摩擦力を利用すると
いう利点がある。
【００２１】
　さらに他の実施形態では、ガイド・ワイヤは、カテーテル・キャップの取付ルーメンを
通過する時に、少なくとも部分的にガイド・ワイヤに対する高摩擦面によって生じる摩擦
力によってカテーテルに取り付けられる。
【００２２】
　さらなる実施形態では、ガイド・ワイヤは、カテーテル・キャップ・ルーメンを通過す
る時に、ガイド・ワイヤに対する摩擦力によってカテーテルに取り付けられ得るものであ
り、ここで摩擦力は、カテーテル・キャップが振動される時に、少なくとも部分的に取付
ルーメンの直径の変化によって生じる。
【００２３】
　上述の実施形態、並びに本発明のガイド・ワイヤ取付機構の他の実施形態、移送方法、
異なる設計およびバリエーションは、添付の図を参照して下記で解説かつ説明する。図面
は、本発明の例示的な理解として、そして本発明の特定の実施形態の概略図を示すために
提供されることに留意されたい。当業者は、本発明の範囲内に等しい他の類似の実施例を
容易に認識するであろう。図面は、添付の請求項に定義される本発明の範囲を制限するこ
とを意図するものではない。
【００２４】
　ガイド・ワイヤ取付の手段の一実施形態は、図１Ａおよび図１Ｂで示される。本実施形
態では、カテーテルの一部は、シリンダ１１３ａ、１１３ｂを備える加速ピストン１１０
ａ、１１０ｂ、または取付ルーメンの壁に向かってガイド・ワイヤを押すためにガイド・
ワイヤ取付ルーメン１３５に向かってスロット１１１ａ、１１１ｂを通して自由に移動す
ることができるボール１１４ａ、１１４ｂを含む。ピストンは、ピストンの角度に基づい
て、前方向（すなわち、カテーテルの遠位端１２１に向かって遠位）または後方向（すな
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わち、近位）のいずれかの好ましい方向に移動するように設計され得る。図１Ａおよび図
１Ｂで示される実施形態では、矢印で示されるように、加速ピストン１１０ａのための好
ましい方向は、遠位であり、加速ピストン１１０ｂのための好ましい方向は、近位である
。加速ピストン１１０ａ、１１０ｂを含むカテーテルの部分は、カテーテルに沿ったいず
れの場所でもよいが、好ましくは、カテーテル・キャップ１２５のカテーテルの遠端部（
図示されない）にある。図１Ａで示されるように、加速ピストン１１０ａは、シリンダ１
１３ａ（またはボール１１４ａ、図示されない）が、カテーテル・キャップ１２５の前方
の（遠位の）加速（矢印で示される）の場合にガイド・ワイヤ１３０に向かって取付ルー
メン１３５にスライドし得るスロット１１１ａを備え得るものであり、カテーテル・キャ
ップ１２５にガイド・ワイヤ１３０を結合する摩擦力を発生させる。遠位加速の間、好ま
しい近位方向の反応を有する加速ピストン１１０ｂのシリンダ１１３ｂ（またはボール１
１４ｂ、図示されない）は、ガイド・ワイヤ１３０から離れてスロット１１１ｂに残る。
同様に、図１Ｂに示されるように、加速ピストン１１０ｂは、ボール１１４ｂ（またはシ
リンダ１１３ｂ、図示されない）がカテーテル・キャップ１２５の後方向（近位）加速（
矢印で示される）の場合に、ガイド・ワイヤ１３０に向かって取付ルーメン１３５にスラ
イドし得るスロット１１１ｂを備え得るものであり、カテーテル・キャップ１２５にガイ
ド・ワイヤ１３０を結合する摩擦力を発生させる。近位加速の間に、好ましい遠位方向の
反応を有する加速ピストン１１０ａのボール１１４ａ（またはシリンダ１１３ａ、図示さ
れない）は、ガイド・ワイヤ１３０から離れてスロット１１１ａに残る。図１Ａおよび図
１Ｂで示される実施形態は、２つの加速ピストン１１０ａ、１１０ｂを示すが、カテーテ
ル・キャップ１２５は、ガイド・ワイヤ１３０に対してより堅固に保持するのために、３
つ以上の加速ピストンを備え得る。あるいは、カテーテル・キャップは、蝶の形をした１
つの加速ピストン（図示されない）を備え得るものであり、これは、いずれの方向でもカ
テーテル・キャップを加速する場合に、ガイド・ワイヤをロックするために取付ルーメン
を回転し得る。
【００２５】
　図２で示されるガイド・ワイヤ取付機構の他の実施形態では、カテーテルの一部分は、
取付ルーメン２３５に対する摩擦力によってカテーテル（図示されない）にガイド・ワイ
ヤ２３０を取り付けるためのばねピストン２１２を備える。好ましくは、カテーテルのこ
の部分は、図２で示されるように、カテーテルの遠端部にあるカテーテル・キャップ２２
５であるが、その部分は、カテーテルのどこにあってもよい。ばねピストン２１２は、ば
ね２１７を備えるピストンであり、ガイド・ワイヤ２３０に対して定圧を提供するが、ガ
イド・ワイヤ２３０が反対の（好ましくない）方向に移動する場合と比べて、ガイド・ワ
イヤ２３０がカテーテルに対して好ましい方向に移動する場合、ガイド・ワイヤ２３０を
取付ルーメン２３５の壁に対してよりしっかりと押し付け得る。取付ルーメン２３５は、
図２で示されるように、真直ぐであり得るが、代替の実施形態では、例えば図３でルーメ
ン３３６として示されるように、カーブを備え得る。図１～図４で示され、本明細書で説
明される取付機構の要素の組み合わせは、当該技術分野の技術範囲内であり、かつ本発明
よって包含される。
【００２６】
　好ましい方向に増加された圧力は、ばねピストン２１２の位置およびその接触領域２１
５の形によってもたらされ得る。よって、図２で示される実施形態では、ばねピストン２
１２は、ガイド・ワイヤ２３０がカテーテルに対して後方（近位）の移動よりも前方（遠
位）の移動を容易に可能にするように設計される。なぜならば、ばねピストン２１２およ
びその接触領域２１５が、カテーテルの遠位端２２１に向かって角度が付されるからであ
る。カテーテルに対してガイド・ワイヤ２３０の後方の移動を容易にする実施形態は、本
実施形態の同じ形のピストン接触領域２１５を使用して、反対方向にばねピストン２１２
の角度をつけることによって達成され得る。いくつかの実施形態では、ガイド・ワイヤ２
３０の方向に中立的効果を有することが望ましく、その場合、ばねピストン２１２は、ガ
イド・ワイヤ２３０および取付ルーメン２３５の長手方向軸に対して直角の方向に置かれ
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得る。ばねピストン２１２のばね２１７は、ガイド・ワイヤ２３０に対するばねピストン
２１２の接触領域２１５による定圧を維持するために、コイルばね、板ばね、膜などを含
む任意のタイプのばねであってもよい。本実施形態では、ガイド・ワイヤ２３０は、取付
ルーメン２３５の壁に対する摩擦によって生じる力まで、カテーテル・キャップ２２５に
取り付けられる。ピストン接触領域２１５とガイド・ワイヤ２３０の間の表面およびガイ
ド・ワイヤ２３０と取付ルーメン２３５の間の表面は、手順の必要性に応じて、低摩擦係
数または高摩擦係数のいずれかを有するように設計することができる。
【００２７】
　図３で示されるガイド・ワイヤ取付機構のさらに他の実施形態では、ガイド・ワイヤ３
３０を保持するための摩擦は、湾曲経路を有する取付ルーメン（以下、湾曲取付ルーメン
３３６という）によって生じる。本実施形態では、カテーテルの一部分は、カテーテルに
ガイド・ワイヤ３３０を取り付けるためにガイド・ワイヤに対する摩擦力を発生させるた
めに（上記のように）、ガイド・ワイヤを曲げるための湾曲取付ルーメン３３５を備える
。好ましくは、カテーテルのこの部分は、カテーテルの遠位端３２１にあるカテーテル・
キャップ３２５である。本実施形態には、２つのモードがある。第一モードでは、カテー
テル・キャップ３２５は静的であり、オペレータは、カテーテルを通してガイド・ワイヤ
３３０を意のままに押すかまたは引っ張り得る。ガイド・ワイヤ３３０に対する摩擦は、
標準的な真直ぐの取付ルーメンを有するカテーテルにおいてよりもわずかに高い。第二モ
ード（カテーテル・キャップ３２５が加速する）では、ガイド・ワイヤ３３０と湾曲取付
ルーメン３３６の間で摩擦が生じ、それによって、ガイド・ワイヤ３３０はカテーテル・
キャップ３２５に、従ってカテーテルに取り付けられる。特に、オペレータによるかまた
は能動カテーテル（図示されない）の振動によるかを問わず、カテーテル・キャップ３２
５が移動する時に、ガイド・ワイヤ３３０は、湾曲取付ルーメン３３６の壁によってガイ
ド・ワイヤ３３０に対して生じる摩擦力によってカテーテル・キャップ３２５にクランプ
され、ガイド・ワイヤ３３０は、カテーテル・キャップ３２５と共に移動する。
【００２８】
　図１～図３に示されるガイド・ワイヤ取付手段の実施形態は、標準的なカテーテルと共
に使用され得るものであり、これは、カテーテルが軸方向に動かされる時に、ガイド・ワ
イヤとカテーテル・キャップの結合を引き起こす。しかし、実施形態はまた、能動カテー
テルと併用しても有益であり、この場合、カテーテルの遠端部で振動を発生させるために
、エネルギーがカテーテルの近端部から入力される。特に、従来技術の追加の限界（特に
カテーテルの近端部から遠端部への機械的エネルギー伝達の損失）を克服するために、本
発明の装置は、カテーテルの遠端部で振動を発生させるための振動発生手段（特に、カテ
ーテルの遠端部で振動部材の軸振動を発生させるための振動発生手段）を有する能動カテ
ーテルと併用すると特に有益である。
【００２９】
　よって、本発明のガイド・ワイヤ取付機構は、硬いガイド・ワイヤ貫通手順のために使
用される標準的な血管内カテーテルである標準的な受動カテーテルと共に使用され得る。
あるいは、本発明の取付機構は、血管閉塞を貫通するためのカテーテルの遠端部に振動発
生手段を有するカテーテル、特にカテーテルの遠端部に振動エネルギーを効率的に伝達す
るために設計された振動システムを有する能動カテーテルなどの、能動カテーテルと共に
使用され得る。留意すべき点は、能動カテーテルと共に使用される場合、本発明と併用し
て使用されるガイド・ワイヤ貫通手順は、能動カテーテルの振動部材および閉塞衝突要素
と交互に実施され得るということであり、なぜなら、ガイド・ワイヤが通常このような能
動カテーテルの操作の間にカテーテル内に引っ張られるからである。あるいは、振動発生
手段が、ガイド・ワイヤ取付機構を含むカテーテルのセクションを振動させることによっ
て、カテーテルにガイド・ワイヤを結合し、かつガイド・ワイヤを振動させ得るように、
能動カテーテルは設計され得る。ガイド・ワイヤが閉塞へのハンマーとして機能する場合
、好ましくは、カテーテル・キャップを越えて約０.１ｍｍ～約５ｍｍ延びる。
【００３０】
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　本発明は、本出願と同一日に出願された「血管閉塞の再疎通のための装置および使用方
法」という名称の米国仮出願第６１／３０２，６６９号に基づく、同時係属米国出願第　
号（再疎通）に詳細が記載されているように、引張部材とばね要素の組み合わせを備える
能動カテーテルで特に有益である。引張部材とばね要素の装置は、押力または引張力と押
力の組み合わせよりも、引張力によって振動可能部材を振動させる振動力を発生させ、押
力を使用するＰＣＩ装置よりも血管の時々蛇行する湾曲などの予測不可能な形状の影響を
あまり受けない。特に、同時係属米国出願第　号（再疎通）の装置は、ばね要素、引張部
材、振動可能部材（すべてカテーテルに収納されている）、および引張部材に操作可能に
接続された外部振動エネルギー源を備える。装置の遠位端にあるのは振動可能部材であり
、これは例えば、キャップに似たカテーテル・キャップ、または機械的衝突力を強化し、
かつ貫通を改良するような形作られたキャップであり得る。振動可能部材は、引張部材の
引張力およびばね要素からの復元力に応じて振動する。振動可能部材の振動（oscillatio
n）または振動（vibration）は、閉塞の貫通を引き起こすことができる。特に、振動エネ
ルギー源は、ばね要素を介して振動可能部材を振動させるために、引張部材を繰り返し引
っ張りかつ解放するようになされる。引張部材は、ばね要素を近位方向に同時に圧縮し、
従ってエネルギーを振動可能部材に伝達することができる。ばね要素は、蓄積エネルギー
を運動エネルギーに局所的に変換することができる（引張部材張力の解放時に）、よって
、遠位方向に振動可能部材を動かす。運動エネルギーの加速は、無荷重（静止）位置を越
えてばね要素の遠端部を伸張させるようにばね要素の伸張をもたらし、よって、振動可能
部材をさらに遠位に押す。閉塞を有する血管では、閉塞に衝突するために、運動エネルギ
ーが振動可能部材から伝達される。よって、カテーテルの遠位端に位置する振動可能部材
は、身体のルーメン内の閉塞を貫通するために十分な周波数および振幅で振動させられる
。カテーテルは、本発明と共に使用される場合、造影剤を注入し、または穴あけ領域から
閉塞デブリを除去するために、引張部材を収容するためのルーメン、および本発明のガイ
ド・ワイヤおよびガイド・ワイヤ取付機構を収容するためのルーメン、並びにステアリン
グ、運動測定要素のためなどの他の要素を有する従来の介入医療カテーテルであり得る。
【００３１】
　本発明はまた、「完全閉塞の再疎通の方法および装置」という名称の同時係属米国出願
第２００９／０２９２２９６Ａ１号で詳細に説明される水圧ルーメンを備える能動カテー
テルで特に有益である。水圧機構は、遠位要素を伸張および収縮するために水圧パルスを
カテーテルの遠端部に転送し、これによって、エネルギー伝達の最小限の損失でカテーテ
ルの遠端部で振動可能部材を振動させる。要するに、米国出願第２００９／０２９２２９
６Ａ１号で説明される振動発生手段は、振動部材を振動させるためにカテーテルの遠端部
で振動力を発生させるための水圧カテーテルの少なくとも１つの水圧ルーメンに、エネル
ギーパルス、好ましくは、水圧波またはパルスを入力するために、振動エネルギー源に操
作可能に接続されたカテーテル・ヘッドおよび少なくとも１つの水圧ルーメンを備える水
圧カテーテルを含む。水圧ルーメンは、身体のルーメン内の閉塞を貫通するためにその振
動可能部材を振動させるために、エネルギーをその遠位端の振動可能部材に効率的に伝達
することができる。水圧ルーメンは、液体、好ましくは、生物学的に適合する液体を含み
、かつ近端部および遠端部を有する密閉構造である。水圧ルーメンは、好ましくは、近位
要素、遠位要素、および遠位要素に近位要素を接続する水圧チューブを備える。
【００３２】
　さらに米国第２００９／０２９２２９６Ａ１号を参照すると、振動エネルギー源は、カ
テーテルの外部にあるが、カテーテルに（特に水圧カテーテルの水圧ルーメンに）操作可
能に接続される。好ましくは、振動エネルギー源は、少なくとも１つの周波数および少な
くとも１つの振幅を備える少なくとも１つの水圧波を、好ましくは水圧ルーメンの近位要
素を介して水圧ルーメンに発生させることができる。近位要素は、好ましくは近位方向に
機械的に圧縮または揺動されることによって水圧チューブを通して水圧波の開始をもたら
し得る。水圧チューブは、水圧波を遠位要素に伝達する。遠位要素は、振動可能部材であ
ってよく、または振動可能部材の振動を引き起こし得るものであり、その振動は水圧波に
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よって駆動される。遠位要素は、その中に液体を押し込み、よってこれを拡張させ、次に
圧力を除去し、よってそれを「跳ね返させる」ことによって、振動（vibrate）または振
動（oscillate）させられ得る。遠位要素は、例えばアクティブベローズ、弾性膜、また
は伸張性のあるまたはコンプライアントな物質に密閉して覆われたばねであり得る。カテ
ーテル・ヘッド（水圧カテーテルの最遠位の領域である）は、遠位要素を備える。近位お
よび遠位要素は、伸張および収縮させられ得るが、水圧チューブはそうではない。カテー
テルのヘッド内では、水圧ルーメンの遠位要素は、水圧波と協働して、血管閉塞を貫通す
るために有益な振動力を発生させる。
【００３３】
　さらに米国第２００９／０２９２２９６Ａ１号を参照すると、カテーテルのヘッドは、
３つの機能部品、すなわち、振動可能部材と、復元力構成要素と、閉塞衝突要素とを備え
る。振動可能部材は、水圧波から遠位に向けられた力と、復元力構成要素の近位に向けら
れた力とに反応して振動する。振動可能部材の振動運動は、閉塞衝突要素に伝達され、こ
れは、閉塞の貫通をもたらす。これらの３つの機能部品は、１つ以上の構造を備え得る。
例えば、水圧ルーメンの遠位要素は、３つの機能すべてを果たす構造であり得る。水圧ル
ーメンの遠位要素は、振動エネルギーおよび復元力を、振動可能部材および閉塞影響要素
である他の構造に伝達し得る。または水圧ルーメンの遠位要素から離れた構造（または構
造の組み合わせ）は、すべての３つの機能部品を備え得る。好ましくは、３つの機能部品
は、水圧ルーメンの遠位要素に組み込まれる。
【００３４】
　本発明は、ガイド・ワイヤを振動させることを含む水圧カテーテルの実施形態と共に使
用することは推奨されない。いずれの場合でも、本発明のガイド・ワイヤを取り付けるた
めに使用される摩擦力は、力が完全に受動的で装置に内在的であり、ガイド・ワイヤまた
はカテーテルの移動の機能として作用する米国第２００９／０２９２２９６Ａ１号のガイ
ド・ワイヤ・アンカーとは著しく異なることに留意すべきである。一方、米国第２００９
／０２９２２９６Ａ１号のガイド・ワイヤ・アンカー機構は、振動力の実施の間にガイド
・ワイヤを安定させるために、拡張バルーンにポンプで入れられた拡張媒体などの外部に
適用される力に依存する。実際、これら２つの機構は入れ替えることはできない。
【００３５】
　同時係属米国出願第　号（再疎通）と米国第２００９／０２９２２９６Ａ１号の両方に
ついて、振動エネルギー源は、カテーテルの外部であるが、振動発生部材に操作可能に接
続されている。振動エネルギー源は、少なくとも１つの周波数および少なくとも１つの振
幅を備える少なくとも１つの振動エネルギーパルスを発生させることができる任意のエネ
ルギー源であり得る。振動エネルギー源は、例えば、モータ、シェーカー、圧電モータ、
またはアクチュエータであり得る。
【００３６】
　ガイド・ワイヤ取付機構は、図４で示されるような振動発生手段を有する能動カテーテ
ル（例えば、同時係属米国出願第　号（再疎通）で記載されている引張部材とばね要素）
、または遠位のベローズなどを備える米国公開出願第２００９／０２９２２９６Ａ１号に
記載される水圧システムと共に使用され得る。ばね状の構造ではないが、カテーテルの遠
端部で振動（好ましくは軸方向振動）を発生させる要素もまた、図４で示されるこの組み
合わせ実施形態の範囲内である。よって、例えば、米国第２００９／０２９２２９６Ａ１
号で説明される弾性膜、または当該技術分野で説明されるピエゾモータ、または同等の振
動発生手段は、本発明の意義の範囲内の振動発生手段の等しく企図される構成要素である
。このような組み合わせの一例は、図４で示され、これは図３で示されるガイド・ワイヤ
取付機構が、振動発生手段を備える能動カテーテルと共に使用され得る様子を示す。特に
、図４は、カテーテル・キャップ４２５の湾曲取付ルーメン４３６を介して、軸方向振動
をガイド・ワイヤ４３０に与えるために、振動発生手段の例示的なばね４５０の遠端部に
取り付けられた図３に示される湾曲取付ルーメン４３６実施形態を備えるカテーテル・キ
ャップ４２５の略断面図である。図４の図示を明確にするために、振動発生手段は、ばね
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４５０として示され、これはカテーテル・キャップ４２５がそれによって軸方向に振動さ
れ得る手段を示す。ガイド・ワイヤ取付機構の他の組み合わせ（図１および図２で示され
る組み合わせなど）、および能動カテーテル（振動発生手段を有する）は、摩擦を発生さ
せるための移動をもたらす振動カテーテル・キャップの原理が同じであるので、本発明の
範囲内である。
【００３７】
　図５Ａおよび図５Ｂで示される実施形態では、カテーテル・キャップ５２５内の高摩擦
面５４０は、カテーテル・キャップ５２５がガイド・ワイヤ５３０に対して移動する際に
、ガイド・ワイヤ５３０に対して摩擦を提供する。図５Ａで示される実施形態では、カテ
ーテル・キャップ５２５は、カテーテル・キャップ５２５の長手方向軸と平行に位置し、
かつガイド・ワイヤ５３０の直径よりもわずかに大きい直径を有する真直ぐな取付ルーメ
ン５３５を有する。図５Ｂは、カテーテル・キャップ５２５が傾斜したまたは角度が付さ
れた取付ルーメン５３７を有する点においてのみ、図５Ａの実施形態と異なる、類似の実
施形態を示す。図５Ｂの取付ルーメン５３７は、カテーテル・キャップ５２５の長手方向
軸に対して傾斜して設定される。取付ルーメン５３５、５３７は、高摩擦可撓性のポリマ
ー物質を含む高摩擦面５４０を有する。高摩擦面５４０は、取付ルーメン５３５、５３７
自体の表面であり得、この場合、カテーテル・キャップ５２５は、比較的高摩擦の材料か
ら製造され、または高摩擦面５４０は、取付ルーメン５３５、５３７上のコーティングで
あってもよい。高摩擦面５４０のための適切な材料は、例えば、ポリエーテルブロックア
ミド（例えば、ＰＥＢＡＸ）またはポリエチレンなどの低デュロメーター熱可塑性ポリマ
ーを含む。カテーテル・キャップ５２５は、金属、プラスチック、または他の生体適合物
質から製造され得る。
【００３８】
　好ましくは、同時係属米国出願第　号（再疎通）（本出願と同一日に出願された）に記
載されている引張部材とばね要素などのように、カテーテル・キャップ５２５は、振動発
生手段を有する能動カテーテルと共に使用される。よって、図５Ａおよび図５Ｂに示され
るように、カテーテル・キャップ５２５は、圧縮ばね５５０の遠端部に取り付けられ得る
。圧縮ばね５５０の近端部は、カテーテル２２０に取り付けられ得る。図５Ａおよび図５
Ｂに示されるように、カテーテル・キャップ５２５は、圧縮ばね５５０を通して延びてい
る近位部５２６をオプションで有し得るものであり、これは、圧縮ばね５５０に対する軸
アライメントを提供する。カテーテル・キャップ５２５のルーメンの最近位部分は、オペ
レータによってガイド・ワイヤ・ルーメン５３１とカテーテル・キャップ５２５の間で押
される時に、ガイド・ワイヤ５３０を方向づけるように漏斗状の形５２７を形成するよう
に広がり得る。ガイド・ワイヤ・ルーメン５３１の最遠位部分は、同様に広がり５３２得
る。
【００３９】
　ガイド・ワイヤ取付機構の他の実施形態では、カテーテル・キャップ６２５の取付ルー
メン６３５は、図６Ａおよび図６Ｂに示されるように、可撓チューブ６４１を含み得る。
可撓チューブ６４１は、カテーテル・キャップ６２５がガイド・ワイヤ６３０に対して移
動する時に、ガイド・ワイヤ６３０に対して摩擦力を発生させるために高摩擦面を提供し
得る。可撓チューブ６４１は、好ましくは、長手方向に可撓性であり、およびその軸に沿
って伸縮可能である。長手方向に可撓性であるとは、可撓チューブ６４１が長手方向軸に
沿って曲がり得ることを意味する。可撓チューブ６４１のための適切な材料は、例えば、
約２５のデュロメーターを有する、ＰＥＢＡＸなどのポリエーテルブロックアミド、ペレ
セン８０Ａなどのポリエチレン、または類似の材料を含む。
【００４０】
　図６Ａで示される実施形態では、カテーテル・キャップ６２５は、カテーテル・キャッ
プ６２５の長手方向軸と平行に位置し、かつガイド・ワイヤ６３０の直径よりわずかに大
きい直径を有する真直ぐな取付ルーメン６３５を有する。図６Ｂは、類似の実施形態を示
し、カテーテル・キャップ６２５が傾斜したまたは角度が付された取付ルーメン６３７を
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有するという点だけが図６Ａの実施形態と異なる。取付ルーメン６３７は、カテーテル・
キャップ６２５の長手方向軸に対してわずかに傾斜して設定される。図５Ｂおよび図６Ｂ
の実施形態の傾斜したまたは角度が付された取付ルーメンは、２つの目的を果たし得る。
第一に、角度が付された取付ルーメン５３７、６３７は、オペレータがカテーテルをより
強く押し込む時に、ガイド・ワイヤ５３０、６３０に対する摩擦力に貢献し得る。例えば
、運動の方向とガイド・ワイヤの間の角度は、ガイド・ワイヤ ５３０、６３０に対する
横方向の摩擦力を発生させ得るものであり、ガイド・ワイヤをカテーテル・キャップと共
に振動させる。第二に、角度が付された取付ルーメン５３７、６３７は、ガイド・ワイヤ
を操作することを支援し得る。例えば、カテーテルは、閉塞を貫通するために使用される
場合、ガイド・ワイヤを特定の方向に向けるために回転され得る。
【００４１】
　好ましくは、同時係属米国出願第　号（再疎通）（本出願と同一日に出願された）に記
載されている引張部材とばね要素などのように、図６Ａおよび図６Ｂの実施形態のカテー
テル・キャップ６２５は、振動発生手段を有する能動カテーテルと共に使用される。よっ
て、図６Ａおよび図６Ｂで示されるように、 カテーテル・キャップ６２５は、圧縮ばね
５５０の遠端部に取り付けられ得る。圧縮ばね５５０の近端部は、カテーテル２２０に取
り付けられ得る。図６Ａおよび図６Ｂで示されるように、カテーテル・キャップ６２５は
、圧縮ばね６５０を通して延びている近位部６２６をオプションとして有し得るものであ
り、これは、圧縮ばね６５０に対する軸アラインメントを提供する。可撓チューブ６４１
は、その遠端部６４２でカテーテル・キャップ６２５の遠位端に取り付けられ得るもので
あり、取付ルーメン６３５、６３７を通して延び、その近端部でカテーテルの一部分に取
り付けられ得る。図６Ａおよび図６Ｂの実施形態で示されるように、可撓チューブ６４１
は、カテーテル・キャップ６２５の近位部６２６を越えて延在し、かつその近端部でガイ
ド・ワイヤ・ルーメン６３１の遠端部に取り付けられ得る。可撓チューブ６４１が図６Ａ
および図６Ｂに示されるように能動カテーテルで使用される場合、ガイド・ワイヤ６３０
に対して摩擦を提供するのに加えて、可撓チューブ６４１は、圧縮ばね６５０または他の
振動発生手段が収縮または伸張するにつれてその内径を変化させ得るものであり、よって
、取付ルーメン直径、およびガイド・ワイヤ６３０が摩擦面と出会う可能性を効果的に変
化させる。
【００４２】
　可撓チューブ６４１の内径は、圧縮ばねが圧縮または伸張する際に変化する。特に、圧
縮ばね６５０が圧縮状態にある時に、可撓チューブ６４１は、内側にしわがよりおよびガ
イド・ワイヤ６３０との接触が増すことによって、より小さい内径を有し、よって、ガイ
ド・ワイヤ６３０に対して発生する摩擦を増やす。圧縮ばね６５０が圧縮された時の可撓
チューブ６４１のしわ（または内側のつぶれ）は、可撓チューブ６４１がカテーテル・キ
ャップ６２５の内壁によって外側から跳ね返るために起こり得る。圧縮ばね６５０の伸張
は、可撓チューブ６４１を拡張し、また、より小さい内径を提供するため、ガイド・ワイ
ヤ６３０に対して発生する摩擦を増やす。これと比較して、圧縮ばね６５０が弛緩状態に
ある時に、圧縮ばね６５０は、可撓チューブ６４１が収縮または伸張した時よりも、ガイ
ド・ワイヤ６３０に対してより少ない摩擦を提供する。
【００４３】
　よって、本発明の装置は、以下を備え得る。血管閉塞を貫通するための装置であって、
カテーテルと、ガイド・ワイヤと、前記カテーテルの一部分の内部に配されたガイド・ワ
イヤ取付機構とを備え、前記カテーテルに前記ガイド・ワイヤを結合するために、前記ガ
イド・ワイヤに対して前記カテーテルの前記部分が移動した際に、前記ガイド・ワイヤ取
付機構は、前記ガイド・ワイヤに対して摩擦力を発生させることができる。一実施形態で
は、前記カテーテルの前記部分は、前記カテーテルの遠端部に配されたカテーテル・キャ
ップである。一実施形態では、前記取付機構は、取付ルーメンと、２つ以上の加速ピスト
ンとを備える。他の実施形態では、前記取付機構は、取付ルーメンと、ばねピストンとを
備える。さらに他の実施形態では、前記取付機構は、湾曲取付ルーメンを備える。さらに
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他の実施形態では、前記取付機構は、可撓性ポリマーを備える高摩擦面を有する取付ルー
メンを備える。本実施形態の一態様では、取付ルーメンは、前記カテーテル・キャップの
長手方向軸に対して傾斜して設定される。さらに他の実施形態では、前記取付機構は、可
撓チューブを有する取付ルーメンを備え、前記可撓チューブは、弛緩状態と比べて収縮時
のより小さい直径および伸張時のより大きい直径を有する。本実施形態の一態様では、取
付ルーメンは、前記カテーテル・キャップの長手方向軸に対して傾斜して設定される。
【００４４】
　一実施形態では、装置はさらに、振動発生部材（前記振動発生部材は、前記ガイド・ワ
イヤ取付機構を介して前記ガイド・ワイヤに操作可能に接続される）と、前記振動発生部
材に操作可能に接続される振動エネルギー源とをさらに備え得るものであり、前記振動エ
ネルギー源は、前記振動発生部材を介して前記カテーテルの遠端部で少なくとも一振動を
発生させるようになされている。本実施形態の一態様では、前記振動発生部材は、ばね要
素および引張部材と、水圧ルーメンおよび遠位のベローズと、水圧ルーメンおよび弾性膜
と、ピエゾモータとから成るグループから選択される。
【００４５】
　装置は、さらに、特にターゲット閉塞の近くに多数の分岐がある場合に使用するために
、閉塞を通したナビゲーションを支援するためのステアリング装置を備え得る。カテーテ
ルは、装置またはデバイスの視覚化を支援する、および／またはデブリ、例えば吸引によ
って穴あけデブリを除去するための、追加の外部または内部の構成要素との使用に適合し
得る。
【００４６】
　好ましくは、カテーテルは、ガイド・ワイヤのための１つ以上のルーメン、および振動
発生部材の操作のための１つ以上のルーメンを有する。カテーテルはまた、ステアリング
ワイヤまたは他の機構、視覚化のための造影剤、ＩＶＵＳ（血管内超音波法）、遠位運動
振幅および力を測定するための要素、閉塞からのデブリの除去などの他の特徴のために多
様なルーメンを含み得る。
【００４７】
　本発明はさらに、血管の再疎通において使用するためにカテーテルにガイド・ワイヤを
取り付ける方法を包含する。血管閉塞を貫通する際に使用するためにカテーテルにガイド
・ワイヤを結合する方法は、取付機構および当該取付機構に通されたガイド・ワイヤを有
するカテーテルを提供することと、前記カテーテルに前記ガイド・ワイヤを結合するのに
十分な摩擦力を前記ガイド・ワイヤ上に発生させるために、前記ガイド・ワイヤに対して
前記取付機構を移動することとを備え得る。一実施形態では、前記取付機構は、取付ルー
メンと、２つ以上の加速ピストンとを備え、前記移動ステップは、前記ガイド・ワイヤに
対して前記取付機構を加速させることを含む。他の実施形態では、前記取付機構は、取付
ルーメンおよびばねピストンを備え、前記ばねピストンは、力の方向に前記ガイド・ワイ
ヤの自由移動を容易にする形状を有し、前記移動ステップは、前記ガイド・ワイヤの自由
移動に好ましくない方向および力で前記取付機構を移動することを含む。さらに他の実施
形態では、前記取付機構は湾曲取付ルーメンを備え、前記移動ステップは、前記湾曲取付
ルーメンの壁面から前記ガイド・ワイヤに対して摩擦を発生させるために前記取付機構を
移動することを含む。一実施形態では、提供ステップはさらに、振動発生手段を提供する
ことを含み得る、方法は、前記振動発生手段を介して振動力を発生させることをさらに含
み、前記移動ステップは、前記摩擦の少なくとも一部分を発生させるために前記振動力を
使用することを含む。
【００４８】
　本発明はさらに、血管閉塞の治療方法を包含する。方法は、閉塞を有する血管に、取付
機構および当該取付機構に通されたガイド・ワイヤを有するカテーテルを挿入することと
、前記ガイド・ワイヤ上で摩擦力を発生させるために、前記ガイド・ワイヤに対して前記
取付機構を移動することによって、前記カテーテルに前記ガイド・ワイヤを結合させるこ
とと、前記結合されたガイド・ワイヤを使用して前記閉塞を貫通することとを備え得る。
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一実施形態では、前記カテーテルはさらに、振動発生手段を含み、前記方法は、前記振動
発生手段を介して振動力を発生させることをさらに含み、前記結合ステップは、前記摩擦
の少なくとも一部分を発生させるために前記振動力を使用することを含む。この実施形態
の一態様では、前記振動力は、前記血管閉塞を貫通することができる振動部材を振動させ
、前記貫通ステップは、前記結合されたガイド・ワイヤと交互に前記振動力を使用するこ
とを含む。方法はさらに、前記カテーテルに対する前記ガイド・ワイヤの位置を周期的に
調整することを含み得るものであり、よって、前記ガイド・ワイヤは、定義された量だけ
前記カテーテルの遠位端から延在する。前記定義された量は、約１ｍｍ～２０ｍｍの間、
または約５ｍｍ～１５ｍｍの間、または約５ｍｍ～１０ｍｍの間、または０.１ｍｍ～約
５ｍｍの間であり得る。 
【００４９】
　実施形態によって本明細書において特に示され説明された内容について、本発明の精神
または範囲から逸することなく、多くの変更、追加、修正、及びその他の適用がなし得る
ことが、当業者によって理解されるであろう。従って、以下の請求項によって定義される
本発明の範囲は、すべての予測可能な変更、追加、修正又は適用を含むことが意図されて
いる。
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